
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

評価
一般

財源内訳

目
的

84

臨／経

予算
款 決算書項

1

目

10 1963 頁

目　　　名

国・県支出金

児童生徒の保護者

決算額
（千円） 市債

事
業
概
要

事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

経常 20,99322,000

経常 要保護児童生徒援助事業

経常
特別支援教育就学奨励事
業

援助者30名

事　業　名

援助者5名 3

就学援助事業
①279名、②279名、
③38名

扶助費

扶助費 324 152

対
象

経済的理由ににより就学が困難な児童生徒の保護者に対して義務教育に必要な援助を行い、小・
中学校における均等な教育機会と円滑な就学を確保する

20,993

前年度課室名

就学援助事業

学校教育課

課　名 学校教育課

事務事業名称

68

755

その他

教育振興費

　○要保護児童生徒援助事業
　　　　・・・生活保護法第６条第２項に規定する生活保護世帯に対し就学に必要な修学旅行費・医療費(歯科)の援助を行った

　○特別支援教育就学奨励事業
　　　・・・市町村が特別支援学級に就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、特別支援
　　　　　 学級への就学のため必要な学用品や修学旅行費・給食費の援助を行った

　○就学援助事業
　　　・・・豊後大野市学校児童生徒就学援助規則第４条及び第５条にもとづき、豊後大野市立小中学校に在学する児童生徒の保護者で
　　　　　 生活保護法第６条第２項に規定する生活保護世帯及び生活保護世帯に準ずる程度に困窮している世帯等に就学に必要な費用
　　　　　 を補助した

　　　　　【補助項目】・・・①学用品費等(就学旅行費)、②学校給食費、③医療費

1,447扶助費 31,130 375

3

21,832044323,771 22,275 0計



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

ｄｃ

経済的負担の軽減

－

640

うち経常経費 22,275

Ｈ２１

－

－

数値

指標

単位

保護者の経済的負担の軽減

b

人

成果指標名

受給者

指標名

経済的負担の軽減

指標の設定理由

活
動
指
標

－

目標

a

目
標
年
度数値

受給者 ｂ

目標

Ｈ２１

人
a

－

目標

1

保護者の経済的負担を軽減すること
により教育の機会均等を図っており
必要

3

24,011

評価内容

引き続き、適正な実態把握を行い、補助金交付要綱の見直しの検討を行
うこと

3

Ｈ27

292 人 279

課題

302

－ 目標

Ｈ２３

人

Ｈ２２

経済的に困窮している家庭への就学
援助は適切であり、認定率で分析し
ているので妥当である

23,719

2,791

21,832

生活保護世帯及び生活保護世帯に
準ずる世帯への必要な支援事業で必
要

国の基準に基づいて事業実施してい
るが、受給者が限られている

3

成果指標の判断

継続

事業対象の確認

3

657

法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている

23,719

事業の方向性

 ③ 受益の
　　対象性

必要性の再確認
 ① 事業の
　  必要性

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査

活動指標の分析

 ⑤ 事業の
　  有効性

 ④ 手段の
　  妥当性

分析着眼点

26,365

一般財源

事業費に係る人件費

分析根拠

24,366

24,573

24,573 22,275
決 算 額 （千円）

647

Ｈ２２

財
源
内
訳

国　　費

うち経常

県　　費

562

市　　債

Ｈ２４

c

就学援助費の認定が複雑である

－

Ｈ２３活動指標名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２

－

493

児童生徒の円滑な就学の確保
から適切な認定をしながら必要
な予算を計上。また、景気悪化
や派遣切り等の要因による低
所得保護者層の増加がある
が、児童生徒数の減少により
概ね前年並みを想定している

理由

前年並

方向性

26,858

ｄ

443

2,150

対応（改善点等）

就学援助費の認定は、生活実態を勘案し決定する

24,366

Ｈ２３

26,858

21,832

そ の 他

24,011

26,365

3

3

1

3

3

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


